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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．当社は第15期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

 

回次   第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間   

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） － 311,330 354,159 644,965 705,075

経常損失（△） （千円） － △55,306 △56,929 △169,093 △137,960

中間（当期）純損失（△） （千円） － △55,662 △58,666 △170,459 △138,552

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） － 361,800 1,240,242 331,800 459,300

発行済株式総数 （株） － 3,980 56,912 3,180 26,320

純資産額 （千円） － 238,380 2,263,018 233,443 352,440

総資産額 （千円） － 505,480 2,436,687 582,112 618,986

１株当たり純資産額 （円） － 59,894.65 39,763.47 73,409.80 13,390.59

１株当たり中間（当期）純
損失金額（△） 

（円） － △15,241.64 △1,077.49 △53,603.49 △7,484.89

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 47.2 92.9 40.1 56.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － △24,252 △94,380 3,409 △49,518

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － △11,043 1,760 25,933 17,820

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － △12,541 1,813,137 25,795 173,354

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

（千円） － 164,298 2,074,310 212,135 353,792

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
－ 
（－）

49
（1）

51
（－）

46 
（1）

48
（1）



５．第14期、第15期中及び第15期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株引受権付社債によ

る新株引受権及び新株予約権が存在しますが、中間（当期）純損失を計上しているため、また、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

  また、第16期中の潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、新株予約権が存在しますが、中間純損失を計上

しているため記載しておりません。 

６．当社は平成18年２月１日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。 

 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 51 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により民間設備投資が増加していることに加え、雇用情勢の改善、

輸出の増加等緩やかな上昇傾向にあり、景気回復の兆しがみられましたものの、原油価格の高騰の長期化などの不安材料があ

り、消費動向は本格的な回復には至らず、依然として予断を許さない経営環境が続いております。 

このような状況のもとで、当社におきましては、生産効率の向上とともに、新製品、新技術の開発に努め販売体制の強化を

図りました。 

これらの結果、当中間会計期間の業績は、売上高354,159千円（前年同期比13.8％増）となり、経常損失56,929千円（前中間

会計期間は経常損失55,306千円の計上）、中間純損失は58,666千円（前中間会計期間は中間純損失55,662千円の計上）になり

ました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローで94,380千

円の支出、投資活動によるキャッシュ・フローで1,760千円の収入、財務活動によるキャッシュ・フローで1,813,137千円の収

入により、前中間会計期間末に比べ1,910,012千円増加し、当中間会計期間末には2,074,310千円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は94,380千円（前中間会計期間は24,252千円の支出）となりました。 

これは主に、減価償却費18,985千円があったものの、税引前中間純損失57,033千円、たな卸資産の増加額29,123千円及び売

上債権の増加額28,947千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は1,760千円（前中間会計期間は11,043千円の支出）となりました。 

これは主に、定期預金の預入による支出22,833千円があったものの、定期預金の払戻による収入28,628千円によるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は1,813,137千円（前中間会計期間は12,541千円の支出）となりました。 

これは主に、株式の発行による収入1,931,936千円によるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

事業部門別 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ナノ／マイクロ・テクノロジー関連
事業（千円） 

166,989 39.3 

マクロ・テクノロジー関連事業 
（千円） 

69,995 △3.3 

その他事業（千円） 4,539 △7.9 

合計（千円） 241,523 22.5 

事業部門別 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ナノ／マイクロ・テクノロジー
関連事業 

265,514 △6.8 15,411 △77.8

マクロ・テクノロジー関連事業 93,107 5.4 ― ―

その他事業 8,135 9.1 ― ―

合計 366,756 △3.6 15,411 △77.8



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

(1）研究開発活動の基本方針及び特徴 

当社の基盤技術である複合材料開発と微細加工技術を中心に周辺技術の強化を行っております。 

複合材料開発としては、顧客の要求を反映した他社にない差別化した複合材料の開発を行い、樹脂部品として販売展開を目

指しております。また、各種微細加工機を組み合わせた微細加工技術の構築を行っており、それらの微細加工技術を用いて制

作した金型と自社開発の複合材料とを組み合わせた精密成形品の開発に取り組んでおります。 

 さらに、それらの組み合わせ技術として、従来技術と異なった樹脂製パルスインジェクターを利用した印刷分野以外のエレ

クトロニクス、ナノバイオ、その他の産業分野への展開を行うため、果敢に取り組みを行っております。特に、ナノ／マイク

ロ・テクノロジー事業における研究開発活動は当社の次の柱になる開発を行っております。 

  

(2）研究開発体制 

当社の研究開発体制は、大きく３グループに分かれます。複合材料開発を行うグループと、微細加工技術を構築するグルー

プと、パルスインジェクターの基本技術構築及びアプリケーション開発を行うグループに大別出来ます。 

  

 

事業部門別 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ナノ／マイクロ・テクノロジー関連
事業（千円） 

252,717 17.2 

マクロ・テクノロジー関連事業 
（千円） 

93,307 5.6 

その他事業（千円） 8,135 9.1 

合計（千円） 354,159 13.8 

  
相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  長瀬産業株式会社 167,389 53.8 210,229 59.4 

  安達新産業株式会社 39,913 12.8 27,929 7.9 

  株式会社クラレ 38,500 12.4 ― ― 



(3）研究開発活動の成果 

 当中間会計期間における研究開発活動の成果 

① 微細加工技術の構築 

 一つの加工機を使用した微細加工ではなく、数種類の微細加工機を組み合わせた加工技術の構築を行っております。

受託開発テーマとして、フォトリソグラフィーによるウエットエッチング、ドライエッチングおよび電鋳加工による微

細金型の製作と、その金型を使用した成形加工技術を開発しております。 

② パルスインジェクター開発 

 従来技術にない樹脂製パルスインジェクターを使用した産業分野への展開を行っております。実験機器、分析機器に

特化した販売展開を行っており、タンパク質や細菌の分析、特殊試薬の配合や注入などを簡易的に行える装置開発を進

めております。 

③ 誘電泳動法による四重極システム 

 細胞の元気度などが測定可能な、誘電泳動法に基づいた試作チップを開発しました。特徴としましては、電荷を持た

ない材料やマイクロメーターオーダーの物質に利用可能で、大きさ、材質による分離、分析および操作が行えます。ま

た、一般研究者に向けて顕微鏡下で泳動観察が行えるチップと駆動電源を組み合わせたサンプルの限定提供を予定して

います。 

  

 なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は、79,074千円となっております。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、重要な設備投資はありません。また、当中間会計期間において重要な設備の除却、売却等はありま

せん。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等についての重要な変更は次のとおりでありま

す。 

新設 

  関東工場を購入する計画については計画の一部を変更し、投資予定金額を80,000千円から100,900千円に、 

完了予定年月を平成18年７月から平成18年12月に変更しております。 

  また、本社・開発センターを購入する計画については、計画の一部を変更し、投資予定金額を260,000千円から358,000千円

に、完了予定年月を平成18年９月から平成18年12月に変更しております。 

  

   また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 200,000 

計 200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 56,912 56,913 大阪証券取引所(ヘラクレス) － 

計 56,912 56,913 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権 

（平成16年６月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権

のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端

数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設合併もしくは

吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。 

２．当社が新株予約権の行使時の払込金額（以下、「行使価額」）を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式の処分

をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とする。 

また、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。 

さらに、当社が他社と吸収合併または新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が新設分割もしくは吸収

分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。 

３．当該新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。 

① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続により新

株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

② 新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合ならびに相続により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

③ 社外コンサルタント、当社に助言・指導を行う社外協力者及び当社の創業時に功績のあった外部支援者は、新株予約

権の行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものと

する。 

 

区分 
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,428 2,427 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、４ 2,428 2,427 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２、４ 59,818 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）（注）２、４ 

発行価格  59,818
資本組入額 29,909 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項     － － 

      既発行 
株式数 

× 調整前 
行使価額 

＋ 新発行株式数または
処分株式数 

× １株当たり払込金額
または処分価額   調整後 

行使価額 
＝ 

  既発行株式数＋新発行株式数または処分株式数 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率



④ その他の権利行使の条件は、本株主総会及び取締役会決議にもとづき当社と新株予約権割当の対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

４．平成18年１月６日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を４株とする株式分割を行っております。こ

れにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）1. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     70,000円 

発行価額     51,000円 

資本組入額    25,500円 

払込金総額 1,674,400千円 

2. 有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

発行価格     51,000円 

資本組入額    25,500円 

割当先     野村證券㈱ 

3. 新株予約権の行使による増加であります。 

4. 平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が１株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ29,909円増加しております。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月11日 
（注）1 

26,000 52,320 663,000 1,122,300 1,011,400 1,216,600

平成18年５月９日 
    （注）2 

4,400 56,720 112,200 1,234,500 171,160 1,387,760

 平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 
    （注）3 

192 56,912 5,742 1,240,242 5,742 1,393,502



(4）【大株主の状況】 

 （注） 前事業年度末現在主要株主であった安達 稔 及び 安達 良紀 は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

  

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 4,025 7.07 

安達  稔 奈良県生駒市 2,008 3.52 

安達 良紀 奈良県生駒市 1,850 3.25 

安達 俊彦 東京都江東区 850 1.49 

あおぞらインベストメント一
号投資事業有限責任組合 

東京都千代田区九段南１－３－１ 800 1.40 

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町５－１ 800 1.40 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 525 0.92 

安達新産業株式会社 大阪市生野区舎利寺１－８－９ 500 0.87 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２－６－４ 423 0.74 

大阪中小企業投資育成㈱ 大阪市北区堂島浜１－２－６ 400 0.70 

計 － 12,181 21.40 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成18年４月12日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあり

ません。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

    平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  56,912 56,912 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 56,912 － － 

総株主の議決権 － 56,912 － 

      平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 247,000 176,000 126,000 137,000 112,000 97,400 

最低（円） 118,000 88,200 66,100 82,700 89,500 77,700 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年３月７日提出の有価証券届出書に添付されたものによっておりま

す。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   217,581  2,093,543 378,821    

２．受取手形 ※３ 13,813  7,915 8,652  

３．売掛金   111,578  135,127 105,442  

４．たな卸資産   42,339  64,262 35,138  

５．その他 ※２ 198  5,714 495  

流動資産合計    385,511 76.3 2,306,563 94.6  528,550 85.4

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１ ―  93,689 ―  

(1）機械及び装置   89,279  ― 65,854  

(2）その他   25,561  ― 20,997  

有形固定資産合計   114,840  ― 86,852  

２．無形固定資産   3,606  1,356 2,418  

３．投資その他の資産   1,405  4,077 1,135  

固定資産合計    119,852 23.7 99,123 4.1  90,406 14.6

Ⅲ 繰延資産    115 0.0 31,000 1.3  30 0.0

資産合計    505,480 100.0 2,436,687 100.0  618,986 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   39,876  49,934 51,572  

２．１年以内返済予定
の長期借入金 

  74,204  4,212 74,204  

３．賞与引当金   9,463  13,290 9,665  

４．その他 ※２ 32,351  79,384 85,352  

流動負債合計    155,896 30.8 146,822 6.0  220,794 35.7

Ⅱ 固定負債       

１．社債   53,250  ― ―  

２．長期借入金   56,369  25,460 44,267  

３．その他   1,583  1,385 1,484  

固定負債合計    111,203 22.0 26,846 1.1  45,751 7.4

負債合計    267,099 52.8 173,668 7.1  266,546 43.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    361,800 71.6 ―  459,300 74.2

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   105,750  ― 205,200  

資本剰余金合計    105,750 20.9 ―  205,200 33.1

Ⅲ 利益剰余金       

１．中間（当期）未処
理損失 

  229,169  ― 312,059  

利益剰余金合計    △229,169 △45.3 ―  △312,059 △50.4

資本合計    238,380 47.2 ―  352,440 56.9

負債資本合計    505,480 100.0 ―  618,986 100.0

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    ― ― 1,240,242 50.9  ― ―

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   ―  1,393,502 ―  

資本剰余金合計    ― ― 1,393,502 57.2  ― ―

３．利益剰余金       

(1) その他利益剰余
金 

      

繰越利益剰余金   ―  △370,726 ―  

利益剰余金合計    ― ― △370,726 △15.2  ― ―

株主資本合計    ― ― 2,263,018 92.9  ― ―

純資産合計    ― ― 2,263,018 92.9  ― ―

負債純資産合計    ― ― 2,436,687 100.0  ― ―

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    311,330 100.0 354,159 100.0  705,075 100.0

Ⅱ 売上原価    192,647 61.9 213,686 60.3  472,900 67.1

売上総利益    118,682 38.1 140,472 39.7  232,175 32.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   172,238 55.3 197,729 55.9  357,101 50.6

営業損失    53,555 △17.2 57,256 △16.2  124,926 △17.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  947 0.3 17,035 4.8  1,546 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,698 0.9 16,708 4.7  14,580 2.1

経常損失    55,306 △17.8 56,929 △16.1  137,960 △19.6

Ⅵ 特別利益    － － － －  120 0.1

Ⅶ 特別損失    － － 103 0.0  － －

税引前中間（当
期）純損失 

   55,306 △17.8 57,033 △16.1  137,839 △19.5

法人税、住民税及
び事業税 

  356  1,633 713  

法人税等調整額   － 356 0.1 － 1,633 0.5 － 713 0.2

中間（当期）純損
失 

   55,662 △17.9 58,666 △16.6  138,552 △19.7

前期繰越損失    173,507 －  173,507 

中間（当期）未処
理損失 

   229,169 －  312,059 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

  

株主資本

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益

剰余金 
合計 繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 459,300 205,200 205,200 △312,059 △312,059 352,440 352,440

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 780,942 1,188,302 1,188,302 ― ― 1,969,245 1,969,245

中間純損失 ― ― ― △58,666 △58,666 △58,666 △58,666

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

780,942 1,188,302 1,188,302 △58,666 △58,666 1,910,578 1,910,578

平成18年９月30日残高 
(千円) 

1,240,242 1,393,502 1,393,502 △370,726 △370,726 2,263,018 2,263,018



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純損失（△） 

  △55,306 △57,033 △137,839 

減価償却費   28,422 18,985 56,619 

長期前払費用償却   270 435 540 

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

  1,648 3,624 1,850 

受取利息   △6 △384 △15 

支払利息   1,530 655 2,715 

保険解約益   － △14,932 － 

社債発行差金償却   73 － 108 

有形固定資産除却損   － 81 － 

有形固定資産売却益   － － △120 

有形固定資産売却損   － 21 － 

売上債権の増減額
（△増加額） 

  △33,715 △28,947 △22,418 

たな卸資産の増減額 
（△増加額） 

  △4,749 △29,123 2,450 

仕入債務の増減額 
（△減少額） 

  △64 △1,637 11,631 

未収消費税等の増減
額（△増加額） 

  － △1,678 － 

未払消費税等の増減
額（△減少額） 

  △1,408 △6,499 981 

未収入金の増減額
（△増加額） 

  49,986 － 49,686 

前受金の増減額 
（△減少額） 

  △10,000 － △10,000 

その他   1,469 23,272 △1,922 

小計   △21,851 △93,160 △45,732 

利息の受取額   6 89 15 

利息の支払額   △1,696 △581 △3,088 

法人税等の支払額   △710 △727 △712 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △24,252 △94,380 △49,518 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △56,182 △22,833 △96,066 

定期預金の払戻によ
る収入 

  45,278 28,628 113,415 

有形固定資産の取得
による支出 

  △138 △15,301 △628 

有形固定資産の売却
による収入 

  － 48 1,100 

差入保証金の差入に
よる支出 

  － △2,548 － 

保険の解約による収
入 

  － 14,932 － 

長期前払費用の支払
による支出 

  － △1,167 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △11,043 1,760 17,820 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（△減少額） 

  － △30,000 30,000 

長期借入れによる収
入 

  － － 50,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △12,102 △88,798 △74,204 

社債の償還による支
出 

  △30,000 － △30,000 

株式の発行による収
入 

  29,561 1,931,936 197,559 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △12,541 1,813,137 173,354 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少額） 

  △47,836 1,720,517 141,657 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  212,135 353,792 212,135 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 164,298 2,074,310 353,792 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

 総平均法による原価法を採用し

ております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ４～38年 

機械及び装置   ２～12年 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ４～38年 

機械及び装置   ２～10年 

     同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

同左 同左 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 (1）      ― (1）    ― (1）社債発行差金 

    社債の償還期間にわたり毎期均

等額を償却しております。 

  (2）      ― (2）株式交付費 (2）新株発行費 

    原則として、支出時に費用処理

しております。ただし、企業規

模の拡大のためにする資金調達

等の財務活動に係る株式交付費

については繰延資産に計上し、

効果の及ぶ期間（３年）にわた

って定額法により償却しており

ます。 

（会計方針の変更） 

従来、株式交付費については、

支出時に全額費用処理しており

ましたが、当中間会計期間よ

り、企業規模の拡大のためにす

る資金調達等の財務活動に係る

株式交付費については繰延資産

に計上し、効果の及ぶ期間（３

年）にわたって定額法により償

却する方法に変更いたしまし

た。 

この変更は、当社株式上場に伴

い、従来と比較して、株式交付

費が多額に発生し、また、株式

交付による資金調達の効果が当

中間会計期間のみならず翌事業

年度以降にもわたると考えられ

ることから、資金調達コストを

より合理的に配分し、損益計算

書の適正化を図るためでありま

す。 

この結果、従来の方法によった

場合に比べて営業外費用は

31,000千円減少し、経常損失及

び税引前中間純損失は31,000千

円それぞれ減少しております。 

支出時に全額費用として処理し

ております。 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては、貸倒実績及び貸倒懸念

債権等の回収不能見込額がない

ため、貸倒引当金は計上してお

りません。 

同左  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

 なお、当事業年度末において

は、貸倒実績及び貸倒懸念債権

等の回収不能見込額がないた

め、貸倒引当金は計上しており

ません。 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与金の支払に備え

て、賞与支給見込額のうち当中

間会計期間負担額を計上してお

ります。 

同左  従業員の賞与金の支払に備え

て、賞与支給見込額のうち当期

負担額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は2,263,018千円でありま

す。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── 

───── （繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

当中間会計期間より、「金融商品

に関する会計基準（企業会計基準第

10号 平成18年８月11日改正）」及

び「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い（実務対応報告第19号 

平成18年８月11日）」を適用し、従

来、繰延資産に計上していた社債発

行差金については、社債から控除し

て表示するとともに、社債発行差金

の償却額は社債利息に含めて表示し

ております。 

なお、これによる損益に与える影

響はありません。 

───── 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

  

────── 

（中間貸借対照表） 

 前中間期まで有形固定資産において区分掲記しており

ました「機械及び装置」は資産の総額の100分の５以下と

なったため、「有形固定資産」に含めて表示することに

いたしました。 

なお、当中間期末の「機械及び装置」の金額は65,705千

円であります。 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増

減額」は、当中間会計期間において金額的重要性が乏し

くなったため「その他」に含めております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「未収入金の増減額」は、300千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

355,834千円 391,974千円 375,823千円 

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２     ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

  

※３     ───── ※３ 中間期末日満期手形 ※３     ───── 

  中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しております。な

お、当中間会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれております。 

受取手形          794千円 

  



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注） 発行済株式の増加30,592株は、有償一般募集による新株の発行による増加26,000株、有償第三者割当による新株の発行に

よる増加4,400株、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加192株であります。 

  

２．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  

  
受取利息 6千円

  
受取利息 384千円

保険解約益 14,932千円

受取利息 15千円

   

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  

  

支払利息 906千円

社債利息 623千円

  
支払利息 338千円

社債利息 316千円

株式交付費 6,307千円

上場関連費用 8,206千円

  

支払利息 1,824千円

社債利息 891千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 27,234千円

無形固定資産 1,188千円

  
有形固定資産 17,922千円

無形固定資産 1,062千円

有形固定資産 54,243千円

無形固定資産 2,376千円

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式  

 普通株式 26,320 30,592 ― 56,912

合計 26,320 30,592 ― 56,912

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 
  

  (千円)

現金及び預金勘定 217,581

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△53,282

現金及び現金同等物 164,298

  
  (千円)

現金及び預金勘定 2,093,543

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△19,233

現金及び現金同等物 2,074,310

  (千円)

現金及び預金勘定 378,821

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△25,028

現金及び現金同等物 353,792



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計相当額

及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円）

建物 240,693 101,291 139,401

合計 240,693 101,291 139,401

  

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

建物 240,693 113,326 127,366

合計 240,693 113,326 127,366

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

建物 240,693 107,308 133,384

合計 240,693 107,308 133,384

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 7,374千円

１年超 182,542千円

合計 189,917千円

  
１年内 8,338千円

１年超 174,204千円

合計 182,542千円

１年内 7,841千円

１年超 178,501千円

合計 186,343千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 
  

支払リース料 15,600千円

減価償却費相当額 6,017千円

支払利息相当額 12,238千円

  
支払リース料 15,600千円

減価償却費相当額 6,017千円

支払利息相当額 11,799千円

支払リース料 31,200千円

減価償却費相当額 12,034千円

支払利息相当額 24,264千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

  同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 当社は有価証券の保有をしておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 当社は有価証券の保有をしておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 当社は有価証券の保有をしておりませんので、該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（ストックオプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

     該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 



（１株当たり情報） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 59,894円65銭

１株当たり中間純損
失金額 

15,241円64銭

  

１株当たり純資産額 39,763円47銭

１株当たり中間純損
失金額 

1,077円49銭

１株当たり純資産額 13,390円59銭

１株当たり当期純損
失金額 

7,484円89銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債による新株引受権及び新

株予約権が存在しますが、中間純損

失を計上しているため、また、当社

株式は非上場であり、期中平均株価

が把握できないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権が存在しますが、中間純損失を

計上しているため、記載しておりま

せん。 

 当社は、平成18年２月１日付で株

式１株につき４株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 14,973円66銭 

１株当たり中間純損 

失金額        3,810円41銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債による新株引受権及び新

株予約権が存在しますが、中間純損

失を計上しているため、また、当社

株式は非上場であり、期中平均株価

が把握できないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株引

受権付社債による新株引受権及び新

株予約権が存在しますが、当期純損

失を計上しているため、また、当社

株式は非上場であり、期中平均株価

が把握できないため記載しておりま

せん。 

 当社は、平成18年２月１日付で株

式１株につき４株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報については

以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 18,352円45銭 

１株当たり当期純損 

失金額       13,400円87銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株引

受権付社債による新株引受権及び新

株予約権が存在しますが、当期純損

失を計上しているため、また、当社

株式は非上場であり、期中平均株価

が把握できないため記載しておりま

せん。 



 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 55,662 58,666 138,552 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純損失 
（千円） 

55,662 58,666 138,552 

期中平均株式数（株） 3,652 54,448 18,511 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

第１回無担保新株引受

権付社債（新株引受権

の残高60,000千円）、

第２回無担保新株引受

権付社債（新株引受権

の残高37,500千円）及

び第３回無担保新株引

受権付社債（新株引受

権の残高157,500千

円）並びに新株予約権

１種類（新株予約権の

数658個）。 

新株予約権１種類（新

株予約権の数2,428

個）。 

第１回無担保新株引受

権付社債（新株引受権

の残高60,000千円）、

第２回無担保新株引受

権付社債（新株引受権

の残高37,500千円）及

び第３回無担保新株引

受権付社債（新株引受

権の残高157,500千

円）並びに新株予約権

１種類（新株予約権の

数2,620個）。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

１．新株引受権付社債の新株引受権の行使による増資 

権利行使の概要 

① 平成17年12月８日付で第２回無担保新株引受権付社債及び第３回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使

により、株式数等が以下のとおり増加しました。 

株式数：    2,600株 

資本金：  97,500千円 

資本準備金：99,450千円 

 これにより、提出日現在の発行済株式の総数は6,580株、資本金は459,300千円、資本準備金は205,200千円となっており

ます。 

  

２．株式分割 

 平成18年１月６日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しております。 

(1）平成18年２月１日をもって普通株式１株につき４株に分割しております。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式                  19,740株 

② 分割方法 

 平成18年２月１日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき４株の割合をもって分割しており

ます。 

(2）配当起算日 

平成17年10月１日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当中間会計期間における１株当たり情報はそれぞれ以下のとおりとなります。 

 

当中間会計期間 前事業年度

  

１株当たり純資産額 14,973円66銭

１株当たり中間純損失金額 3,810円41銭

１株当たり純資産額 18,352円45銭

１株当たり当期純損失金額 13,400円87銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、新株引受権付社債による新株引受権及び新株予

約権が存在しますが、中間純損失を計上しているため、

また、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権付社債による新株引受権及び新株予

約権が存在しますが、当期純損失を計上しているため、

また、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりません。 



当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 固定資産の取得について 

 平成18年11月30日開催の当社取締役会決議に基づき、平成18年12月４日および平成18年12月20日に下記の二物件の固定資

産を取得しました。 

  

１．取得の理由 

 当社の関東工場及び本社・開発センターは、現在賃借中でありますが、当該二物件を取得することは、経済的合理性

を鑑み今後の営業及び利益計画を考慮した結果、メリットが多大であると判断し購入することにいたしました。 

  

２．取得資産の内容 

① 関東工場 

土地        ３，７２５.９８㎡ 

建物  （総床面積）１，１８３.４２㎡ 

取得価格      １００，９００千円 

取得先 

名称        安達新産業株式会社 

所在地       大阪市生野区舎利寺１丁目８番９号 

当社との関係    関連当事者 

 なお、取得価格は第三者鑑定評価に基づき決定しております。 

② 本社・開発センター 

土地        １，２８９.２５㎡ 

建物  （総床面積）１，３２４.３５㎡ 

取得価格      ３５８，０００千円 

取得先 

名称        株式会社竹和商会 

所在地       大阪府東大阪市渋川町４丁目５番28号 

当社との関係    関連当事者 

 なお、取得価格は第三者鑑定評価に基づき決定しております。 

  

３．取得の日程 

① 関東工場 

売買契約書締結日 平成18年12月４日 

② 本社・開発センター 

売買契約書締結日 平成18年12月20日 

  

４．当該資産が及ぼす影響 

 当該資産は従来からの賃借物件の取得であり、これにより地代家賃（年間支払額44,914千円）が減少します。 

 よって、新たに発生する諸経費（固定資産、火災保険料等）を支払っても利益改善に繋がる見通しです。 

  

 



前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社は、株式会社大阪証券取引所より平成18年３月７日に上場承認を受け、平成18年４月12日をもって、同取引所ヘラク

レスに上場いたしました。この上場に当たり、平成18年３月７日及び平成18年３月22日開催の取締役会において、下記のと

おり有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株発行を決議し、平成18年４月11日に払込が完了いたし

ました。また、平成18年３月７日及び平成18年３月22日開催の取締役会において、オーバーアロットメントによる売出しに

関連して、野村證券株式会社を割当先とする第三者割当増資を決議し、平成18年５月９日払込が完了いたしました。 

この結果、平成18年５月９日付で資本金は1,234,500千円、発行済株式総数は56,720株となっております。 

（１）平成18年４月11日払込期日分 

  

  

（２）平成18年５月９日払込期日分 

  

  

  

① 発行新株式数 ： 普通株式 26,000株 

② 発行価格 ： １株につき 70,000円 

③ 引受価額 ： １株につき 64,400円 

④ 発行価額 ： １株につき 51,000円 

⑤ 発行価額の総額 ： 1,326,000千円   

⑥ 払込金額の総額 ： 1,674,400千円   

⑦ 資本組入額 ： １株につき 25,500円 

⑧ 資本組入額の総額 ： 663,000千円   

⑨ 払込期日 ： 平成18年４月11日   

⑩ 配当起算日 ： 平成18年４月１日   

⑪ 資本金の使途    手取金については本社工場土地建物及び関東工場の購入、

機械設備の購入、借入金等の返済、研究開発投資に充当する

予定であります。 

① 発行新株式数 ： 普通株式 4,400株 

② 発行価格 ： １株につき 51,000円 

③ 割当価格 ： １株につき 64,400円 

④ 発行価額の総額 ： 224,400千円   

⑤ 払込金額の総額 ： 283,360千円   

⑥ 資本組入額 ： １株につき 25,500円 

⑦ 資本組入額の総額 ： 112,200千円   

⑧ 払込期日 ： 平成18年５月９日   

⑨ 配当起算日 ： 平成18年４月１日   

⑩ 資本金の使途    手取金については研究開発投資に充当する予定でありま

す。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年４月３日近畿財務局長に提出。 

 平成18年３月７日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(2）臨時報告書 

 平成18年４月12日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第15期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日近畿財務局長に提出。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年３月６日 

クラスターテクノロジー株式会社       

  取締役会 御中   

  新 日 本 監 査 法 人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  印 

  業務執行社員  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているク

ラスターテクノロジー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第15期事業年度の中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、クラスターテクノロジー株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象１．に記載されているとおり、平成17年12月８日に、新株引受権付社債の新株引受権が行使され

たことによる増資が行われている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届

出書提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年12月22日 

クラスターテクノロジー株式会社       

  取締役会 御中   

  新 日 本 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているク

ラスターテクノロジー株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第16期事業年度の中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、クラスターテクノロジー株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３に記載されているとおり、会社は株式交付費の会計処理を

変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月４日及び平成18年12月20日に重要な固定資産を

取得した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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